
♦製造業省エネ対策支援事業
♦訪日外国人旅行者周遊促進
　事業費補助金

♦燃料高騰緊急支援事業費等

2023(令和5)年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の効果検証について

交付金額
（9事業）

　令和５年度交付額　

16億7,21６万円

♦感染症対策事業（保健所関連）
♦休日救急診療事業費等

交付金額
（36事業）

総括

♦電力・ガス・食料品等価格高騰
　重点支援給付金
　【低所得者世帯給付金】
♦市民生活支援緊急対策事業
♦学校給食用物資高騰支援事業等

　新型コロナウイルス感染症が、令和5年5月に「5類感染症」になり、基本的な感染症
対策が落着き、新型コロナウイルス感染拡大の影響が徐々に和らいだ。  
　一方で物価が高止まり傾向にあることから、「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支
援地方交付金」が増額されるとともに、低所得者世帯への支援のための「低所得世帯
支援枠」が設置された。

交付金額
（21事業）

交付金額
（6事業）

Ⅰ 感染拡大防止 Ⅲ 事業者支援

※ 赤枠線部分が
　 ③第3次産業

※ 赤枠線部分が
　②その他（給付金）

○2023(令和5)年度においては、コロナ禍から続く

原油価格・物価高騰により、市民生活や地域経済

が厳しい状況に直面したことから、物価高騰の影

響を緩和するため36事業に取り組んだ。

○様々な個人・団体に対する経済的支援を行うこ

とで、物価高騰への経済的負担を軽減した。
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Ⅱ 市民生活支援


